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（３）今後重点的に取り組むべき課題及び新たに講ずべき施策等 

たばこ対策については、健康日本２１の策定後に、厚生科学審議会の「今後

のたばこ対策の基本的考え方について」（平成 14 年 12 月 25 日意見具申）にお

いて、「国民の健康増進の観点から、今後、たばこ対策に一層取り組むことに

より、喫煙率を引き下げ、たばこの消費を抑制し、国民の健康に与える悪影響

を低減させていくことが必要である。」と指摘されている。 

また、平成 17 年２月に発効した「たばこの規制に関する世界保健機関枠組

条約」においては、たばこ消費を減少させるための措置をとる必要性が示され

るとともに、たばこ価格の上昇がたばこ消費を減少させる効果的及び重要な手

段であるとされている。このため、我が国も批准国として、たばこ対策を強力

に推進することが求められており、以下の取組を行うことが必要である。 

① 新規喫煙者増加の防止 

  新たな喫煙者を増やさないためには、たばこの健康影響についての十分な

知識の普及や未成年者の喫煙防止、学校や家庭が連携した地域での包括的喫

煙防止対策等の取組が必要である。 

② 受動喫煙の防止 

あらゆる受動喫煙場面における非喫煙者を保護するための環境づくりが

必要である。 

③ 禁煙指導の充実 

  成人の喫煙率を下げるため、禁煙者を増やすには、日常診療や健診・保健

指導などあらゆる場面における禁煙指導の徹底が重要であるが、ニコチン依

存症管理料が診療報酬の算定対象となったことから、今後の成果が期待され

る。 

④さらなる対策の充実 

これまで推進してきた①たばこの健康影響についての十分な知識の普及、

②未成年者の喫煙防止(防煙) 、③受動喫煙の害を排除し、減少させるため

の環境づくり（分煙）、④禁煙希望者に対する禁煙支援に関する取組に加え

て、「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」を踏まえ、喫煙率を引

き下げ、たばこの消費を抑制し、国民の健康に与える悪影響を低減させてい

くための取組を行う必要がある。 

また、各省庁の協力を得て、受動喫煙対策の実施状況を定期的に把握する

仕組みの構築が必要である。 

 

 

５ アルコール 

（１）代表目標項目の選定 

アルコール分野に関しては、肝疾患、脳卒中、がん等への健康影響が問題と

なる「５．１ 多量に飲酒する人の減少」、未成年者のアルコール問題として

「５．２ 未成年者の飲酒をなくす」の２項目を代表目標項目に選定した。 


